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　ポスト・ヶインズ派は，現代資本主義経済の動態を
明らかにしうる理論の構築を試みるために，ケインズ
r一般理論』を長期分析へ拡張することによって成
長・分配理論を展開し，同時に不確実性と期待要因を
組み込んだ「貨幣的生産経済の理論」のいっそうの彫
啄に取り組んできた。こうしたポスト・ケインズ派の
理論展開における二つの流れの統合はこれからの課題
として残されているけれども（アイクナー『ポスト・
ケインズ派経済学入門』p．19），ポスト・ケインズ派
は次のような共通の認識をもつ点では完全に一致して
いる。すなわちポスト・ケインズ派は，①経済システ
ムが歴史的時間をつうじて運動する，②不確実性およ
び期待の果たす役割，③制度的要因，④所得分配機
構，⑤生産要素の非可塑性および固定性，⑥代替効果
に対する所得効果の優位性，⑦貨幣の「基本的性質」
（essential　properties）と貨幣供給過程の内生的性質
を重視する（デヴィッドソン『国際貨幣経済理論』
pp．1－31．）。この研究ではこれらの特徴に留意しなが
ら，主たる問題関心を⑦におくことによって，ポスト
・ケインズ派が近年とくに研究関心を寄せている貨幣
供給の内生化の試みを検討することにしたい。
　貨幣供給過程が外生的であるか内生的であるかを
めぐる論争は，貨幣理論がいっそうの発展を遂げる
際に繰り返し論じられてきた基本問題の一つである
（Davidson，　P．　and　Weintraub，　S．，“Money　as　Cause
and　Effect，”p．1117．）。1840年代において，貨幣を
経済変動を引き起こす支配的な原因；外生的とみなす
通貨学派と，真正手形主義にもとついて貨幣を経済活
動の結果＝内生的とみなす銀行学派との論争は，ケイ
ンズ自身が『貨幣改革論』，『貨幣論』をへて『一般理
論』にいたる「三部作」をつうじて貨幣数量説的な思
考法から脱却しようとした試み，1959年の「ラドクリ
フ報告」をめぐる論争，1970年代のケインジアンーマ
ネタリスト論争というように時間の経過とともに形を
変えて現代に引き継がれ，近年におけるポスト・ケイ
ンズ派の内生的貨幣供給理論に依拠したマネタリズム
批判として再現されている。このように考えると，外
生的貨幣供給　対　内生的貨幣供給という古くして新
しいテーマは，たとえわずかであっても，われわれが
貨幣理論を発展させうるために取り組むべき格好のテ
ーマであるといえるのではなかろうか。
　ケインズ体系では発達した金融システムの存在が前
提とされており，ケインズ・モデルは貨幣数量説で想
定される商品貨幣経済モデルよりはむしろ，性格的に
はヴィクセルの信用貨幣経済モデルにきわめて近い
（ピックスr経済学の思考法』p．92．）。それにもかか
わらず，ケインズは『一般理論』において貨幣と債券
の二資産からなる単純な金融構造をもって流動性選好
を論じ，銀行貨幣を主な構成要素とする貨幣供給を
「外生的」なものとして取り扱った。ケインズはなぜ
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流動性選好理論の展開においてあれほどまでに単純化
した貨幣と債券しか含まない金融構造を選んだのであ
ろうか。その理由は不完全雇用均衡の成立にとり流動
性選好が根本的に重要であるということを明確にする
ために枝葉末節を切り捨てるという，ケインズがとっ
た研究戦略によるものであった。つまり，流動性選好
という概念が重要なのであって，貨幣と対置される選
択対象の範囲は問題ではなかった。さらに，ケインズ
は流動性選好利子論を展開することにより，流通速度
のもつ可変的で受動的な性質を強調することが，貨幣
数量説的な思考から免れるための本質的な要素である
とみなした（ケインズr雇用・利子および貨幣の一般
理論』pp．192－207．）。ケインズは貨幣供給が外生的
か内生的かという問題がr一般理論』の主題からすれ
ば副次的なものであるとみなし，貨幣数量説に対する
批判にとり本質的な概念であるとは考えなかったよう
に察せられる。しかしながら，こうした流通速度の可
変性・受動性を強調するという研究戦略は，結果とし
て貯蓄・投資の均等による貨幣所得決定の機構と貨幣
数量説とのあいだにはからずも妥協点を残すこととな
ったのである。カルドアの表現を借りれば，「不幸にし
てケインズが示した解決法は貨幣数量説の修正であっ
て，その放棄ではなかった」（カルドア『マネタリズ
ム：その罪過』p．69．）。というのは，貨幣数量説の中
心的命題のひとつは，貨幣供給が貨幣需要から独立し
て中央銀行によって直接的に決定されるということで
あるからである。
　よく知られているように，この外生的貨幣供給とい
う考え方は，「インフレーションはいつでもどこでも
貨幣的現象である」（Friedman，　M．，　The　Counter・
Revolution　in　Monetary　Theory，　p．24．）といった
説明に直接導いてしまう。これに対して，ポスト・ケ
インズ派はインフレが経済の構造的な発展過程と不可
分に結び付いて生じるとみなし，インフレを引き起こ
す普遍的な外生的変数を捜しもとめるよりはむしろ，
ある経済の発展段階において生じるイソフレ過程の主
要な特徴を識別しようと試みる（DOw，　S．　C．，　Mac－
roeconomic　Thought：ATheoretical　Approach，　p．
229．）。賃金単位の役割を軽視することによってケイン
ズの物価理論が需要インフレ論のたんなるヴァージョ
ンとして片付けられたことを不当として（ピックス
『ケインズ経済学の危機』PP．82－118．），ポスト・
ケインズ派は需要インフレとコスト・インフレとのあ
いだに重大な相違があると認識し，ケインズの物価理
論を「一般化された賃金コスト・マークアップ・イン
フレ理論」として構築する（Weintraub，　S．，　Capita・
lism’s　Inflation　alld　U且employment　Crisis，）。ポス
ト・ケインズ派は長期において貨幣供給の増加率とイ
ンフレ率とのあいだに高い相関が観察されることを認
めるし，他方，インフレ率が主として貨幣賃金の上昇
率が平均労働生産性の成長率を超過する程度によって
規定されると考える。したがって，ポスト・ケインズ
派の論理的課題は貨幣供給の成長率と貨幣賃金の上昇
率との密接な関係，すなわち貨幣供給過程をこうした
賃金コスト・マークアップ・インフレ理論とどのよう
に給び付けるかということにある。
　このようなものとして捉えるポスト・ケインズ派の
内生的貨幣供給理論は最近ようやく構築の緒についた
ばかりであり，残念ながら理論の全体像を示すのは不
可能である。そこでこの研究では，ポスト・ケインズ
派の内生的貨幣供給理論の構築素材として重要と思わ
れるものを取りあげて検討することにしたい。
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